
 

鈴鹿市地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく職務権限の特例に関する

条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和６年１２月２０日 

鈴鹿市長 

鈴鹿市条例第３２号 

鈴鹿市地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく職務権限の特例に関

する条例の一部を改正する条例 

鈴鹿市地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく職務権限の特例に関する

条例（平成２７年鈴鹿市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改める。 

改 正 後 改 正 前 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（昭和 31年法律第 162号。以下「法」とい

う。）第23条第１項の規定に基づき、次に掲

げる事務は、市長が管理し、及び執行するも

のとする。 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（昭和31年法律第162号）第23条第１項の規

定に基づき、次に掲げる事務は、市長が管理

し、及び執行するものとする。 

(１) 図書館（分館を含む。）、博物館、

公民館及び鈴鹿市ふれあいセンターの設

置、管理及び廃止に関すること（法第21

条第７号から第９号まで及び第12号に掲

げる事務のうち、これらの教育機関のみ

に係るものを含む。）。 

 

(２)  略 (１)  略 

(３) 文化に関すること（次号に掲げるも

のを除く。）。 

(２) 文化に関すること（文化財の保護に

関することを除く。）。 

(４) 文化財の保護に関すること。  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 



 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際改正後の本則第１号若しくは第４号に掲げる事務に係る法令

若しくは条例（以下「法令等」という。）の規定により教育委員会がした処分その

他の行為で現にその効力を有するもの又はこの条例の施行の日（以下「施行日」と

いう。）前に法令等の規定により教育委員会に対してなされた申請その他の行為で

、施行日以後において市長が管理し、及び執行することとなる事務に係るものは、

施行日以後においては、市長のした処分その他の行為又は市長に対してなされた申

請その他の行為とみなす。 

（鈴鹿市立公民館条例の一部改正） 

３ 鈴鹿市立公民館条例（昭和４６年鈴鹿市条例第２９号）の一部を次のように改正

する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（使用の許可） （使用の許可） 

第６条 公民館の施設又は設備を使用しよう

とするものは、市長の許可を受けなければ

ならない。許可された事項を変更しようと

するときも、また同様とする。 

第６条 公民館の施設又は設備を使用しよう

とするものは、鈴鹿市教育委員会（以下「

教育委員会」という。）の許可を受けなけ

ればならない。許可された事項を変更しよ

うとするときも、また同様とする。 

２ 市長は、管理上必要があると認めるとき

は、前項の許可について必要な条件を付す

ることができる。 

２ 教育委員会は、管理上必要があると認め

るときは、前項の許可について必要な条件

を付することができる。 

（許可の制限） （許可の制限） 

第７条 市長は、前条第１項の許可を受けよ

うとするものが次の各号のいずれかに該当

するときは、使用を許可しない。 

第７条 教育委員会は、次の各号のいずれか

に該当するときは、使用を許可しない。 

(１)～(３)  略 (１)～(３)  略 

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が (４) 前３号に掲げるもののほか、教育委



 

不適当と認めたとき。 員会が不適当と認めたとき。 

（使用料） （使用料） 

第８条 第６条第１項の許可を受けたもの（

以下「使用者」という。）は、当該許可と

同時に別表に定める使用料を納めなければ

ならない。ただし、市長が特別の理由があ

ると認めたときは、これを減免することが

できる。 

第８条 使用者は、使用許可と同時に、別表

に定める使用料を納めなければならない。

ただし、教育委員会において特別の理由が

あると認めたときは、これを減免すること

ができる。 

２ 既納の使用料は、還付しない。ただし、

市長が特別の理由があると認めたときは、

その全部又は一部を還付することができ

る。 

 

（許可の取消し等） （使用の取消し等） 

第９条 市長は、使用者が次の各号のいずれ

かに該当するときは、使用の許可を取り消

し、その効力を停止し、又はその条件を変

更することができる。 

第９条 教育委員会は、使用者が次の各号の

いずれかに該当するときは、使用を取り消

し、又は使用を停止し、若しくは使用条件

を変更することができる。 

(１) 偽りその他不正の手段により使用の

許可を受けたとき。 

(１) 使用許可の申請に偽りがあつたと

き。 

(２) 使用の許可の条件に違反したとき。 (２) 使用許可に際し、付された条件に違

反したとき。 

(３) 第７条各号のいずれかに該当するに

至つたとき。 

(３) 第７条各号の規定に該当するとき。 

(４)・(５)  略 (４)・(５)  略 

（損害賠償） （損害賠償） 

第10条 使用者は、当該施設又は当該設備を

使用中、これを毀損し、又は滅失したとき

は、その損害を賠償しなければならない。 

第10条 使用者は、当該施設又は設備を使用

中、これを毀損し、又は滅失したときは、

その損害を賠償しなければならない。 

（委任） （委任） 



 

第11条 この条例に定めるもののほか、公民

館の管理運営について必要な事項は、規則

で定める。 

第11条 この条例に定めるもののほか、公民

館の管理運営について必要な事項は、教育

委員会が別に定める。 

（鈴鹿市文化財保護条例の一部改正） 

４ 鈴鹿市文化財保護条例（昭和４８年鈴鹿市条例第３３号）の一部を次のように改

正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改める。 

改 正 後 改 正 前 

目次  

第１章 総則（第１条―第３条）  

第２章 鈴鹿市指定文化財（第４条―第13

条） 

 

第３章 鈴鹿市文化財保護審議会（第14条

―第19条） 

 

第４章 委任（第20条）  

附則  

第１章 総則  

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、文化財保護法（昭和25

年法律第214号。以下「法」という。）第

182条第２項の規定に基づき、法及び三重

県文化財保護条例（昭和32年三重県条例第

72号。以下「県条例」という。）の規定に

よる指定を受けた文化財以外の文化財で、

市の区域内に存在するもののうち市にとつ

て重要なものについて、その保存及び活用

を図り、もつて市民の文化的向上に資する

ことを目的とする。 

第１条 この条例は、文化財保護法（昭和25

年法律第214号。以下「法」という。）第

182条第２項の規定に基づき、法及び三重

県文化財保護条例（昭和32年条例第72号。

以下「県条例」という。）の規定による指

定を受けた文化財以外の文化財で、市内に

あるもののうち重要なものを市が指定し

て、その保存、活用のため必要な措置を講

じ、もつて市民の文化的向上に資すること

を目的とする。 



 

（定義） （定義） 

第２条 この条例で「文化財」とは、次に掲

げるものをいう。 

第２条 この条例で「文化財」とは、法第２

条第１項に規定するものをいう。 

(１) 建造物、絵画、彫刻、工芸品、書

跡、典籍、古文書その他の有形の文化的

所産で歴史上又は芸術上価値の高いもの

（これらのものと一体をなしてその価値

を形成している土地その他の物件を含

む。）並びに考古資料及びその他の学術

上価値の高い歴史資料 

 

(２) 演劇、音楽、工芸技術その他の無形

の文化的所産で歴史上又は芸術上価値の

高いもの 

 

(３) 衣食住、生業、信仰、年中行事等に

関する風俗慣習、民俗芸能、民俗技術及

びこれらに用いられる衣服、器具、家屋

その他の物件で市民の生活の推移の理解

のため欠くことのできないもの 

 

(４) 貝塚、古墳、城跡、旧宅その他の遺

跡で歴史上又は学術上価値の高いもの、

庭園、橋りよう、峡谷、海浜、山岳その

他の名勝地で芸術上又は観賞上価値の高

いもの並びに動物（生息地、繁殖地及び

渡来地を含む。）、植物（自生地を含

む。）及び地質鉱物（特異な自然の現象

の生じている土地を含む。）で学術上価

値の高いもの 

 

（財産権等の尊重） （財産権等の尊重） 

第３条 市長は、この条例の執行に当たつて

は、関係者の所有権その他の財産権を尊重

第３条 鈴鹿市教育委員会（以下「教育委員

会」という。）は、この条例の執行にあた



 

しなければならない。 つては、関係者の所有権、その他の財産権

を尊重しなければならない。 

第２章 鈴鹿市指定文化財  

（指定等） （鈴鹿市文化財調査会） 

第４条 市長は、市の区域内に存在する文化

財（法及び県条例の規定による指定を受け

たものを除く。）のうち市にとつて重要な

ものを鈴鹿市指定文化財（以下「市指定文

化財」という。）に指定することができ

る。 

第４条 文化財に関する諮問機関として、鈴

鹿市文化財調査会（以下「調査会」とい

う。）を置く。 

２ 市長は、前項の規定による指定をすると

きは、あらかじめ指定しようとする文化財

の所有者及び権原に基づく占有者又は保持

者若しくは保持団体（無形の文化財を保持

する者が主たる構成員となつている団体で

代表者の定めのあるものをいう。以下同

じ。）の同意を得なければならない。ただ

し、所有者若しくは権原に基づく占有者又

は保持者若しくは保持団体（以下「所有者

等」という。）が指定の申請をし、又は所

有者等が判明しない場合は、この限りでな

い。 

 

３ 市長は、第１項の規定による指定（無形

の文化財に係るものに限る。）をするとき

は、当該無形の文化財の保持者又は保持団

体を認定しなければならない。 

 

４ 市長は、第１項の規定による指定又は前

項の規定による認定をするときは、あらか

じめ第14条に規定する鈴鹿市文化財保護審

議会に諮問しなければならない。 

 



 

５ 市長は、第１項の規定による指定又は第

３項の規定による認定をしたときは、その

旨を告示するとともに、当該市指定文化財

の所有者等（保持団体にあつては、その代

表者）に通知しなければならない。ただ

し、当該所有者等が判明しない場合の通知

については、この限りでない。 

 

６ 市長は、第１項の規定による指定（無形

の文化財に係るものに限る。）をした後に

おいても、当該指定をした無形の文化財の

保持者又は保持団体として認定するに足り

るものがあると認めたときは、そのものを

保持者又は保持団体として認定することが

できる。 

 

７ 第４項及び第５項の規定は、前項の規定

による認定について準用する。 

 

（指定等の解除）  

第５条 市長は、市指定文化財がその価値を

失つたとき、その他特別の事由があるとき

は、その指定を解除することができる。 

 

２ 市長は、市指定文化財（無形のものに限

る。）の保持者が心身の故障のため保持者

として適当でなくなつたと認められると

き、その保持団体がその構成員の異動のた

め保持団体として適当でなくなつたと認め

られるとき、その他特別の事由があるとき

は、その認定を解除することができる。 

 

３ 前条第４項及び第５項の規定は、第１項

の規定による指定の解除及び前項の規定に

よる認定の解除について準用する。 

 



 

４ 市指定文化財が法又は県条例の規定によ

る指定を受けたときは、当該市指定文化財

の指定及びその保持者又は保持団体の認定

は、解除されたものとする。 

 

５ 前条第５項の規定は、前項の規定による

指定及び認定の解除について準用する。 

 

（管理等の義務） （管理義務） 

第６条 市指定文化財の所有者等は、この条

例及びこれに基づく規則並びに市長の指示

に従い、その管理及び保存に努めなければ

ならない。 

第５条 第１条の規定により指定された文化

財（以下「市指定文化財」という。）の所

有者又は管理責任者（以下「所有者等」と

いう。）は、この条例並びにこれに基づく

規則及び教育委員会の指示に従い、その管

理、保護に努めなければならない。 

 （環境の保全） 

 第６条 教育委員会は、市指定文化財の保存

のため必要があると認めたときは、地域を

定めて一定の行為を制限又は禁止すること

ができる。 

（届出）  

第７条 市指定文化財の所有者等は、次の各

号のいずれかに該当するときは、速やかに

その旨を市長に届け出なければならない。 

 

(１) 所有者又は権原に基づく占有者に変

更があつたとき。 

 

(２) 所有者等の氏名若しくは名称又は住

所若しくは所在地を変更したとき。 

 

(３) 保持団体の代表者を変更し、構成員

に異動を生じたとき。 

 

(４) 市指定文化財（無形のものを除く。

次号及び第６号において同じ。）の全部

 



 

又は一部が滅失し、若しくは損傷し、又

はこれを亡失し、若しくは盗み取られた

とき。 

(５) 市指定文化財の所在の場所を変更し

ようとするとき。 

 

(６) 市指定文化財を修理しようとすると

き。 

 

(７) 前各号に掲げるもののほか、市長が

必要と認めるとき。 

 

２ 市指定文化財（無形のものに限る。）の

保持者が死亡したとき、又は保持団体が解

散し、若しくは消滅したときは、当該保持

者の相続人又は当該保持団体の代表者であ

つた者は、速やかにその旨を市長に届け出

なければならない。 

 

（管理等に関する指示又は助言）  

第８条 市長は、市指定文化財の所有者等に

対し、その管理又は保存に関し必要な指示

又は助言をすることができる。 

 

（現状変更等の制限）  

第９条  市指定文化財（無形のものを除

く。）の現状を変更し、又はその保存に影

響を及ぼす行為をしようとするときは、市

長の許可を受けなければならない。ただ

し、現状の変更にあつては維持の措置又は

非常災害のために必要な応急措置を行う場

合、保存に影響を及ぼす行為にあつては影

響が軽微である場合は、この限りでない。 

 

２ 前項ただし書に規定する維持の措置の範

囲は、規則で定める。 

 



 

３ 市長は、第１項の許可の条件として同項

の現状の変更又は保存に影響を及ぼす行為

に関し必要な指示をすることができる。 

 

４ 市長は、第１項の許可を受けた者が前項

の許可の条件に従わなかつたときは、当該

許可に係る現状の変更若しくは保存に影響

を及ぼす行為の停止を命じ、又は当該許可

を取り消すことができる。 

 

（公開及び出品） （公開及び出品） 

第10条 市長は、市指定文化財の所有者等に

対して、その公開及び出品を勧告すること

ができる。 

第７条 教育委員会は、市指定文化財の所有

者等に対して、その公開及び出品を勧告す

ることができる。 

（補助） （補助） 

第11条 市長は、市指定文化財の管理又は保

存のため多額の経費を要し、所有者等がそ

の負担に堪えられないとき、その他特別の

事情があるときは、当該所有者等に対し予

算の範囲内で必要な経費の一部を補助する

ことができる。 

第８条 教育委員会は、市指定文化財の保護

活用のため多額の経費を要し、所有者等が

その負担に堪えられないとき、その他特別

の事情があるときは、予算の範囲内で必要

な経費の一部を補助することができる。 

（調査及び報告）  

第12条 市長は、必要があると認めるとき

は、市指定文化財の現状又は管理若しくは

修理の状況について調査し、当該市指定文

化財の所有者等に対し報告を求めることが

できる。 

 

（権利義務の承継）  

第 13条  市指定文化財（無形のものを除

く。）の所有者の変更があつたときは、新

所有者は、当該市指定文化財に関しこの条

例に基づいて行う市長の指示、処分その他

 



 

の措置による旧所有者の権利義務を承継す

る。 

第３章 鈴鹿市文化財保護審議会  

（設置）  

第14条 法第190条第２項の規定に基づき、

鈴鹿市文化財保護審議会（以下「審議会」

という。）を置く。 

 

（所掌事務）  

第15条 審議会は、市長の諮問に応じ、次に

掲げる事項について調査審議し、及びその

結果を答申する。 

 

(１) 第４条第１項の規定による指定  

(２) 第４条第３項及び第６項の規定によ

る認定 

 

(３) 第５条第１項の規定による指定の解

除 

 

(４) 第５条第２項の規定による認定の解

除 

 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が

必要と認める事項 

 

２ 審議会は、文化財の保存及び活用に関す

る重要事項について市長に建議することが

できる。 

 

（組織）  

第16条 審議会は、委員15人以内で組織す

る。 

 

２ 委員は、文化財に関して優れた識見を有

する者のうちから、市長が委嘱する。 

 

（任期等）  

第17条 委員の任期は、２年とする。ただ  



 

し、委員が欠けた場合における補欠の委員

の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。  

３ 委員は、職務上知ることができた秘密を

漏らしてはならない。その職を退いた後も

同様とする。 

 

（会長及び副会長）  

第18条 審議会に会長及び副会長を置く。  

２ 会長及び副会長は委員の互選によりこれ

を定め、その任期は委員の任期とする。 

 

３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表す

る。 

 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故が

あるとき、又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

 

（会議）  

第19条 審議会の会議（以下この条において

「会議」という。）は、会長が招集し、会

長が議長となる。 

 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなけれ

ば、開くことができない。 

 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもつ

て決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

 

４ 会長は、必要があると認めるときは、会

議に委員以外の者の出席を求め、意見を聴

くことができる。 

 

第４章 委任  

 （委任） 



 

第20条 この条例の施行について必要な事項

は、規則で定める。 

第９条 この条例の施行について必要な事項

は、教育委員会が別に定める。 

（佐佐木信綱記念館条例の一部改正） 

５ 佐佐木信綱記念館条例（昭和６１年鈴鹿市条例第１１号）の一部を次のように改

正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（事業） （事業） 

第４条 記念館は、その目的達成のため、次

に掲げる事業を行うものとする。 

第４条 記念館は、その目的達成のため、次

に掲げる事業を行うものとする。 

(１)・(２)  略 (１)・(２)  略 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が

必要と認める事業 

(３) 前２号に掲げるもののほか、鈴鹿市

教育委員会（以下「教育委員会」とい

う。）が必要と認める事業 

（参観時間等） （参観時間等） 

第４条の２ 記念館の参観時間は、午前10時

から午後４時までとし、記念館の使用時間

は、午前９時から午後９時までとする。た

だし、市長が特に必要と認めたときは、こ

れを変更することができる。 

第４条の２ 記念館の参観時間は、午前９時

から午後４時30分までとし、記念館の使用

時間は、午前９時から午後９時までとす

る。ただし、教育委員会が特に必要と認め

たときは、これを変更することができる。 

２ 第６条第１項に規定する資料の特別利用

の利用時間は、午前10時から午後４時まで

とする。ただし、市長が特に必要と認めた

ときは、これを変更することができる。 

２ 第６条第１項に規定する資料の特別利用

の利用時間は、午前９時から午後４時30分

までとする。ただし、教育委員会が特に必

要と認めたときは、これを変更することが

できる。 

（休館日） （休館日） 

第４条の３ 記念館の休館日は、次に掲げる

とおりとする。ただし、市長が特に必要と

第４条の３ 記念館の休館日は、次に掲げる

とおりとする。ただし、教育委員会が特に



 

認めたときは、これを変更し、又は臨時に

休館にすることができる。 

必要と認めたときは、これを変更し、又は

臨時に休館にすることができる。 

(１) 月曜日、火曜日及び第３水曜日。た

だし、月曜日が国民の祝日に関する法律

（昭和23年法律第178号）に規定する休

日であるときを除く。 

(１) 月曜日及び第３火曜日。ただし、そ

の日が国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日である

ときは、その翌日 

(２)  略 (２)  略 

（施設等の使用の許可） （使用の許可） 

第５条 資料館の講座室又は和室及びそれら

の附属設備（以下「施設等」という。）を

使用しようとする者は、市長の許可を受け

なければならない。 

第５条 資料館の講座室又は和室及びそれら

の附属設備（以下「施設等」という。）を

使用しようとする者は、教育委員会の許可

を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の許可に当たり管理運営上

必要な条件を付すことができる。 

２ 教育委員会は、前項の許可に当たり管理

運営上必要な条件を付すことができる。 

（資料の特別利用の許可） （資料の特別利用の許可） 

第６条 調査研究のため、資料の閲覧、撮

影、模写等（以下「特別利用」という。）

をしようとする者は、市長の許可を受けな

ければならない。 

第６条 調査研究のため、資料の閲覧、撮

影、模写等（以下「資料の特別利用」とい

う。）をしようとする者は、教育委員会の

許可を受けなければならない。 

２  略 ２  略 

（許可の基準） （許可の基準） 

第７条 市長は、第５条第１項の許可を受け

ようとする者が次の各号のいずれかに該当

するときは、施設等の使用を許可しないも

のとする。 

第７条 教育委員会は、第５条第１項の許可

を受けようとする者が次の各号のいずれか

に該当するときは、当該施設等の使用（以

下「使用」という。）を許可しないものと

する。 

(１)～(４)  略 (１)～(４)  略 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が

使用を不適当と認めたとき。 

(５) 前各号に掲げるもののほか、教育委

員会が使用を不適当と認めたとき。 

２ 前項の規定は、前条第１項の許可につい ２ 前項の規定は、前条第１項の許可につい



 

て準用する。この場合において、前項中「

施設等の使用」とあるのは「資料の特別利

用」と、同項第２号中「施設等」とあるの

は「資料」と、同項第５号中「使用」とあ

るのは「特別利用」と読み替えるものとす

る。 

て準用する。この場合において、前項第２

号中「施設等」とあるのは「資料」と、同

項第５号中「教育委員会が使用」とあるの

は、「教育委員会が資料の特別利用」と読

み替えるものとする。 

（参観の制限） （参観の制限） 

第８条 市長は、参観者が次の各号のいずれ

かに該当するときは、記念館の参観を制限

することができる。 

第８条 教育委員会は、参観者が次の各号の

いずれかに該当するときは、記念館の参観

を制限することができる。 

(１)  略 (１)  略 

(２) この条例若しくはこれに基づく規則

又はこれらに基づく指示に違反したと

き。 

(２) この条例若しくはこれに基づく教育

委員会規則又はこれらに基づく指示に違

反したとき。 

（使用料） （使用料） 

第９条 第５条第１項の許可を受けた者（以

下「使用者」という。）は、当該許可と同

時に別表に定める使用料を納めなければな

らない。ただし、市長が特別の理由がある

と認めたときは、この限りでない。 

第９条 第５条第１項の許可を受けた者（以

下「使用者」という。）は、当該許可と同

時に別表に定める使用料を納めなければな

らない。ただし、教育委員会が特別の理由

があると認めたときは、この限りでない。 

２ 市長は、特別の理由があると認めたとき

は、前項の使用料を減免することができ

る。 

２ 教育委員会は、特別の理由があると認め

たときは、前項の使用料を減免することが

できる。 

３  略 ３  略 

（使用料の還付） （使用料の還付） 

第10条 既納の使用料は、還付しない。ただ

し、市長が特別の理由があると認めたとき

は、その全部又は一部を還付することがで

きる。 

第10条 既納の使用料は、還付しない。ただ

し、教育委員会が特別の理由があると認め

たときは、その全部又は一部を還付するこ

とができる。 

（許可の取消し等） （許可の取消し等） 



 

第11条 市長は、使用者が次の各号のいずれ

かに該当するときは、施設等の使用の許可

を取り消し、その効力を停止し、又はその

条件を変更することができる。 

第11条 教育委員会は、使用者が次の各号の

いずれかに該当するときは、使用の許可を

取り消し、又は使用を停止し、若しくは使

用の条件を変更することができる。 

(１) この条例又はこれに基づく規則に違

反したとき。 

(１) 使用者がこの条例又はこれに基づく

教育委員会規則に違反したとき。 

(２) 使用の許可の条件又は目的に違反し

たとき。 

(２) 使用者が使用の許可の条件又は目的

に違反したとき。 

(３)・(４)  略 (３)・(４)  略 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が

必要と認めたとき。 

(５) 前各号に掲げるもののほか、教育委

員会が必要と認めたとき。 

２ 前項の規定は、第６条第１項の許可を受

けた者（以下「利用者」という。）につい

て準用する。この場合において、前項中「

使用者」とあるのは「利用者」と、「施設

等の使用」とあるのは「資料の特別利用」

と、同項第２号及び第３号中「使用」とあ

るのは「特別利用」と、同項第４号中「第

７条第１項各号」とあるのは「第７条第２

項の規定において準用する同条第１項各

号」と読み替えるものとする。 

２ 前項の規定は、第６条第１項の許可を受

けた者（以下「利用者」という。）につい

て準用する。この場合において、前項中「

使用者」とあるのは「第６条第１項の許可

を受けた者」と、「使用の」とあるのは「

資料の特別利用の」と、「使用を」とある

のは「資料の特別利用を」と、同項第４号

中「第７条第１項各号」とあるのは「第７

条第２項の規定において準用する同条第１

項各号」と読み替えるものとする。 

（原状回復の義務） （原状回復の義務） 

第13条 使用者又は利用者は、施設等の使用

若しくは資料の特別利用を終了したとき又

は第11条第１項（同条第２項の規定におい

て準用する場合を含む。）の規定により許

可を取り消され、若しくはその効力を停止

されたときは、直ちに当該施設等又は当該

資料を原状に回復しなければならない。 

第13条 使用者又は利用者は、施設等の使用

又は資料の特別利用を終了したとき又は第

11条第１項（同条第２項の規定において準

用する場合を含む。）の規定による使用又

は資料の特別利用の許可の取消し若しくは

停止を受けたときは、直ちに当該施設等又

は資料を原状に回復しなければならない。 

（損害賠償の義務） （損害賠償の義務） 



 

第14条 参観者、使用者又は利用者は、施設

等又は資料を汚損し、損傷し、又は滅失し

たときは、その損害を賠償しなければなら

ない。ただし、市長が特別の理由があると

認めたときは、その全部又は一部を免除す

ることができる。 

第14条 参観者、使用者又は利用者は、施設

等又は資料を汚損し、損傷し、又は滅失し

たときは、その損害を賠償しなければなら

ない。ただし、教育委員会が特別の理由が

あると認めたときは、その全部又は一部を

免除することができる。 

（委任） （委任） 

第15条 この条例に定めるもののほか、この

条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

第15条 この条例に定めるもののほか、この

条例の施行に関し必要な事項は、教育委員

会規則で定める。 

（鈴鹿市ふれあいセンター条例の一部改正） 

６ 鈴鹿市ふれあいセンター条例（平成６年鈴鹿市条例第３号）の一部を次のように

改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（事業） （事業） 

第４条 センターは、その設置目的を達成す

るため、次に掲げる事業を行う。 

第４条 センターは、その設置目的を達成す

るため、次に掲げる事業を行う。 

(１)～(３)  略 (１)～(３)  略 

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が

必要と認めたこと。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、教育委

員会が必要と認めたこと。 

（使用の許可） （使用の許可） 

第５条 センターを使用しようとする者は、

市長の許可を受けなければならない。許可

された事項を変更しようとするときも同様

とする。 

第５条 センターを使用しようとする者は、

教育委員会の許可を受けなければならな

い。許可された事項を変更しようとすると

きも同様とする。 

２ 市長は、前項の許可にセンターの管理運

営上必要な条件を付すことができる。 

２ 教育委員会は、前項の許可にセンターの

管理運営上必要な条件を付すことができ



 

る。 

（許可の基準） （許可の基準） 

第６条 市長は、前条第１項の許可を受けよ

うとする者が次の各号のいずれかに該当す

るときは、センターの使用を許可しないも

のとする。 

第６条 教育委員会は、次の各号のいずれか

に該当するときは、センターの使用を許可

しないものとする。 

(１)  略 (１)  略 

(２) 特定の政党又は候補者の利害に関す

る事業を行うと認めたとき。 

(２) 特定の政党、候補者の利害に関する

事業を行うと認めたとき。 

(３)～(６)  略 (３)～(６)  略 

(７) 前各号に掲げるもののほか、市長が

使用を不適当と認めたとき。 

(７) 前各号に掲げるもののほか、教育委

員会が使用を不適当と認めたとき。 

（利用の制限） （利用の制限） 

第７条 市長は、センターを利用する者（以

下「利用者」という。）が次の各号のいず

れかに該当すると認めたときは、利用を制

限することができる。 

第７条 教育委員会は、センターを利用する

者（以下「利用者」という。）が次の各号

のいずれかに該当すると認めたときは、利

用を制限することができる。 

(１)・(２)  略 (１)・(２)  略 

（使用料） （使用料） 

第８条 第５条第１項の許可を受けた者（以

下「使用者」という。）は、当該許可と同

時に別表に定める使用料を納めなければな

らない。ただし、市長が特別の理由がある

と認めたときは、この限りでない。 

第８条 第５条第１項の規定により許可を受

けた者（以下「使用者」という。）は、許

可と同時に別表に定める使用料を納めなけ

ればならない。ただし、教育委員会が特別

の理由があると認めたときは、この限りで

ない。 

２ 市長は、特別の理由があると認めたとき

は、使用料を減額し、又は免除することが

できる。 

２ 教育委員会は、特別の理由があると認め

たときは、使用料を減額し、又は免除する

ことができる。 

（使用料の還付） （使用料の還付） 

第９条 既納の使用料は、還付しない。ただ 第９条 既納の使用料は、還付しない。ただ



 

し、市長が特別の理由があると認めたとき

は、その全部又は一部を還付することがで

きる。 

し、教育委員会が特別の理由があると認め

たときは、その全部又は一部を還付するこ

とができる。 

（許可の取消し等） （許可の取消し等） 

第10条 市長は、使用者が次の各号のいずれ

かに該当すると認めたときは、センターの

使用の許可を取り消し、その効力を停止

し、又はその条件を変更することができ

る。 

第10条 教育委員会は、使用者が次の各号の

いずれかに該当すると認めたときは、使用

の許可条件を変更し、使用を停止し、又は

使用の許可を取り消すことができる。 

(１)  略 (１)  略 

(２) 使用の許可の条件に違反したとき。 (２) 使用の許可条件に違反したとき。 

(３)・(４)  略 (３)・(４)  略 

（特別設備の設置等の制限） （特別設備の設置等の制限） 

第11条 使用者が、センターに特別の設備を

設け、又は特殊物件を搬入しようとすると

きは、あらかじめ市長の許可を受けなけれ

ばならない。 

第11条 使用者が、センターに特別の設備を

設け、又は特殊物件を搬入しようとすると

きは、あらかじめ教育委員会の許可を受け

なければならない。 

（原状回復の義務） （原状回復の義務） 

第13条 使用者又は利用者は、センターの使

用若しくは利用を終了したとき又は第10条

の規定により使用の許可を取り消され、若

しくはその効力を停止されたときは、直ち

に当該施設又は当該設備を原状に回復しな

ければならない。 

第13条 使用者又は利用者は、センターの使

用若しくは利用を終了したとき又は第10条

の規定により使用の許可を取り消され、若

しくは使用を停止されたときは、直ちに当

該施設又は設備を原状に回復しなければな

らない。 

（損害賠償の義務） （損害賠償の義務） 

第14条 使用者又は利用者は、センターの施

設又は設備を汚損し、損傷し、又は滅失し

たときは、これを原状に回復し、又はその

損害を賠償しなければならない。ただし、

市長が特別の理由があると認めたときは、

第14条 使用者又は利用者は、センターの施

設又は設備を汚損し、損傷し、又は滅失し

たときは、これを原状に回復し、又はその

損害を賠償しなければならない。ただし、

教育委員会が特別の理由があると認めたと



 

その全部又は一部を免除することができ

る。 

きは、その全部又は一部を免除することが

できる。 

（委任） （委任） 

第15条 この条例に定めるもののほか、この

条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

第15条 この条例に定めるもののほか、この

条例の施行に関し必要な事項は、教育委員

会規則で定める。 

（鈴鹿市考古博物館条例の一部改正） 

７ 鈴鹿市考古博物館条例（平成１０年鈴鹿市条例第１号）の一部を次のように改正

する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（事業） （事業） 

第４条 博物館は、次に掲げる事業を行う。 第４条 博物館は、次に掲げる事業を行う。 

(１)～(３)  略 (１)～(３)  略 

(４) 博物館資料に関する専門的及び技術

的な調査研究を行うこと。 

(４) 博物館資料に関する専門的、技術的

な調査研究を行うこと。 

(５)～(７)  略 (５)～(７)  略 

(８) 前各号に掲げるもののほか、市長が

必要と認める事業 

(８) 前各号に掲げるもののほか、鈴鹿市

教育委員会（以下「委員会」という。）

が必要と認める事業 

（入館の制限） （入館の制限） 

第５条 市長は、次の各号のいずれかに該当

する者に対して、博物館への入館を拒み、

又は博物館からの退館を命ずることができ

る。 

第５条 委員会は、次の各号のいずれかに該

当する者に対して、博物館への入館を拒

み、又は博物館からの退館を命ずることが

できる。 

(１)～(３)  略 (１)～(３) 略 

（施設の使用の許可等） （施設の使用又は特別利用の許可） 

第６条 博物館の講堂又は会議室を使用しよ 第６条 講堂又は会議室を使用しようとする



 

うとする者は、あらかじめ市長の許可を受

けなければならない。 

者は、あらかじめ委員会の許可を受けなけ

ればならない。 

２ 学術研究等のために博物館資料の模写、

模型、撮影等（以下「特別利用」とい

う。）をしようとする者は、あらかじめ市

長の許可を受けなければならない。 

２ 学術研究等のために博物館資料の模写、

模型、撮影等（以下「特別利用」とい

う。）をしようとする者は、あらかじめ委

員会の許可を受けなければならない。 

３ 市長は、前２項の許可に博物館の管理運

営上必要な条件を付すことができる。 

３ 委員会は、前２項の許可に博物館の管理

運営上必要な条件を付すことができる。 

（許可の取消し等） （許可の取消し等） 

第７条 市長は、前条第１項又は第２項の許

可を受けようとする者が次の各号のいずれ

かに該当するときは、許可をしないことが

できる。 

第７条 委員会は、前条第１項又は第２項の

許可を受けようとする者が、次の各号のい

ずれかに該当するときは、許可をしないこ

とができる。 

(１)・(２)  略 (１)・(２)  略 

２ 市長は、前条第１項又は第２項の許可を

受けた者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、許可を取り消し、又はその効力を

停止することができる。 

２ 委員会は、前条第１項又は第２項の許可

を受けた者が、次の各号のいずれかに該当

するときは、許可を取り消し、又は使用若

しくは特別利用を停止することができる。 

(１)・(２)  略 (１)・(２)  略 

(３) この条例又はこれに基づく規則に違

反したとき。 

(３) この条例又はこの条例に基づく教育

委員会規則に違反したとき。 

(４)  略 (４)  略 

３ 前項の規定による許可の取消し又はその

効力の停止によって前条第１項又は第２項

の許可を受けた者に損害が生じた場合にお

いても、市はその責めを負わないものとす

る。 

３ 前項の規定による許可の取消し又は使用

若しくは特別利用の停止によって前条第１

項又は第２項の許可を受けた者に損害が生

じた場合においても、市はその責めを負わ

ないものとする。 

（観覧料等の免除） （観覧料等の免除） 

第10条 市長は、特別の理由があると認める

ときは、観覧料又は使用料を免除すること

第10条 委員会は、特別の理由があると認め

るときは、観覧料又は使用料を免除するこ



 

ができる。 とができる。 

（資料の貸出し） （資料の貸出し） 

第11条 博物館資料は、貸し出すことができ

ない。ただし、当該博物館資料が調査研究

又は教育の普及のために使用され、かつ、

市長が取扱い上の安全性が確保されると認

めたときは、貸し出すことができる。 

第11条 博物館資料は、貸し出すことができ

ない。ただし、当該博物館資料が調査研究

又は教育の普及のため使用され、かつ、委

員会が取扱い上の安全性が確保されると認

めたときは、貸し出すことができる。 

（損害賠償の義務） （損害賠償） 

第12条 博物館を利用する者又は前条の規定

により博物館資料の貸出しを受けた者は、

博物館の施設若しくは設備又は博物館資料

を滅失し、又は損傷したときは、その損害

を賠償しなければならない。ただし、市長

が特別の理由があると認めたときは、その

全部又は一部を免除することができる。 

第12条 博物館を利用する者又は前条の博物

館資料の貸出しを受けた者は、博物館の施

設若しくは設備又は博物館資料を滅失し、

又は損傷したときは、その損害を賠償しな

ければならない。ただし、市長が特別の理

由があると認めたときは、その全部又は一

部を免除することができる。 

（委任） （委任） 

第13条 この条例に定めるもののほか、この

条例の施行に関し必要な事項は、規則で定 

第13条 この条例に定めるもののほか、この

条例の施行に関し必要な事項は、教育委員 

める。 会規則で定める。 

（鈴鹿市資料館条例の一部改正） 

８ 鈴鹿市資料館条例（平成１７年鈴鹿市条例第３２号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（設置） （設置） 

第１条 郷土の考古、歴史、民俗等に関する

資料（以下「郷土資料」という。）の保存

及び活用を図り、もって市民の文化の向上

第１条 郷土の考古、歴史、民俗等に関する

資料（以下「郷土資料」という。）の保存

及び活用を図り、市民の文化の向上に資す



 

に資するため、鈴鹿市資料館（以下「資料

館」という。）を設置する。 

るため、鈴鹿市資料館（以下「資料館」と

いう。）を設置する。 

（事業） （事業） 

第３条 資料館は、その設置目的を達成する

ため、次に掲げる事業を行う。 

第３条 資料館は、その設置目的を達成する

ため、次に掲げる事業を行う。 

(１)～(４)  略 (１)～(４)  略 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が

必要と認める事業 

(５) 前各号に掲げるもののほか、鈴鹿市

教育委員会（以下「教育委員会」とい

う。）が必要と認める事業 

（参観時間） （参観時間） 

第４条  略 第４条  略 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が特別の

理由があると認めたときは、参観時間を変

更することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育委員会が

特別の理由があると認めたときは、参観時

間を変更することができる。 

（休館日） （休館日） 

第５条 資料館の休館日は、次に掲げるとお

りとする。 

第５条 資料館の休館日は、次に掲げるとお

りとする。 

(１)・(２)  略 (１)・(２)  略 

 (３) 展示の変更期間又は資料の整理期間 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が特別の

理由があると認めたときは、休館日を変更

し、又は臨時に休館することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育委員会が

特別の理由があると認めたときは、休館日

を変更し、又は臨時に休館することができ

る。 

（参観の制限） （参観の制限） 

第６条 市長は、参観者が次の各号のいずれ

かに該当するときは、資料館の参観を制限

することができる。 

第６条 教育委員会は、参観者が次の各号の

いずれかに該当するときは、資料館の参観

を制限することができる。 

(１)～(４)  略 (１)～(４)  略 

(５) この条例又はこれに基づく規則に違

反したとき。 

(５) この条例又はこれに基づく教育委員

会規則に違反したとき。 



 

(６) 前各号に掲げるもののほか、市長が

参観を不適当と認めたとき。 

(６) 前各号に掲げるもののほか、教育委

員会が参観を不適当と認めたとき。 

（閲覧又は利用の許可） （閲覧又は利用の許可） 

第７条 郷土資料の閲覧又は利用をしようと

するものは、あらかじめ市長の許可を受け

なければならない。 

第７条 郷土資料の閲覧又は利用をしようと

するものは、あらかじめ教育委員会の許可

を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の許可に関し、管理運営上

必要な条件を付すことができる。 

２ 教育委員会は、前項の許可に関し、管理

運営上必要な条件を付すことができる。 

（許可の取消し等） （許可の取消し等） 

第８条 市長は、前条第１項の許可を受けた

ものが次の各号のいずれかに該当するとき

は、許可を取り消し、又はその効力を停止

することができる。 

第８条 教育委員会は、前条の許可を受けた

ものが、次の各号のいずれかに該当すると

きは、許可を取り消し、又は閲覧若しくは

利用を停止することができる。 

(１)・(２)  略 (１)・(２)  略 

(３) この条例又はこれに基づく規則に違

反したとき。 

(３) この条例又はこれに基づく教育委員

会規則に違反したとき。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、管理運

営上支障を来すおそれのあるとき。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、管理運

営上支障をきたすおそれのあるとき。 

２ 前項の規定による許可の取消し又はその

効力の停止によって前条第１項の許可を受

けたものに損害が生じた場合においても、

市はその責めを負わないものとする。 

２ 前項の規定による許可の取消し又は閲覧

若しくは利用の停止によって前条の許可を

受けたものに損害が生じた場合において

も、市はその責めを負わないものとする。 

（資料の貸出し） （資料の貸出し） 

第９条 郷土資料の貸出しは、行わない。た

だし、市長が特に必要があると認めたとき

は、この限りでない。 

第９条 郷土資料の貸出しは、行わない。た

だし、教育委員会が特に必要があると認め

たときは、この限りでない。 

（損害賠償の義務） （損害賠償の義務） 

第10条 郷土資料又は施設若しくは設備を汚

損し、損傷し、又は滅失したものは、これ

を原状に回復し、又はその損害を賠償しな

第10条 郷土資料又は施設若しくは設備を汚

損し、損傷し、又は滅失したものは、これ

を原状に回復し、又はその損害を賠償しな



 

ければならない。ただし、市長が特別の理

由があると認めたときは、その全部又は一

部を免除することができる。 

ければならない。ただし、教育委員会が特

別の理由があると認めたときは、その全部

又は一部を免除することができる。 

（委任） （委任） 

第11条 この条例に定めるもののほか、この

条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

第11条 この条例に定めるもののほか、この

条例の施行に関し必要な事項は、教育委員

会規則で定める。 

（鈴鹿市立図書館条例の一部改正） 

９ 鈴鹿市立図書館条例（平成２７年鈴鹿市条例第１号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すよう

に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（名称等） （名称等） 

第２条  略 第２条  略 

２ 鈴鹿市立図書館に視聴覚室及びロビーを

置く。 

２ 鈴鹿市立図書館に会議室、視聴覚室及び

ロビーを置く。 

３  略 ３  略 

４ 鈴鹿市立図書館江島分館にギャラリーを

置く。 

４ 鈴鹿市立図書館江島分館にギャラリー（

和室を含む。以下同じ。）を置く。 

（入館の制限等） （入館の制限） 

第４条 市長は、図書館に入館する者（第12

条において「入館者」という。）が次の各

号のいずれかに該当するときは、図書館へ

の入館を制限し、若しくは禁止し、又は図

書館からの退去を命ずることができる。 

第４条 鈴鹿市教育委員会（以下「教育委員

会」という。）は、図書館に入館する者（

第12条において「入館者」という。）が次

の各号のいずれかに該当するときは、入館

を制限することができる。 

(１)～(６)  略 (１)～(６)  略 

(７) 前各号に掲げるもののほか、市長が

適当でないと認めるとき。 

(７) 前各号に掲げるもののほか、教育委

員会が適当でないと認めるとき。 



 

２ 市長は、図書館の管理運営上支障を来す

おそれがあると認めるときは、図書館の資

料の閲覧、貸出し等を制限し、又は禁止す

ることができる。 

 

（使用の許可） （使用の許可） 

第５条 図書館の施設（第２条第２項及び第

４項に掲げる施設に限る。次条第２項、第

７条及び第11条において同じ。）を使用し

ようとする者は、あらかじめ市長の許可を

受けなければならない。 

第５条 図書館の施設（第２条第２項及び第

４項に掲げる施設に限る。次条第２項、第

７条及び第11条において同じ。）を使用し

ようとする者は、あらかじめ教育委員会の

許可を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の許可に当たり、必要な条

件を付すことができる。 

２ 教育委員会は、前項の許可に当たり、必

要な条件を付すことができる。 

３  略 ３  略 

（許可の基準） （許可の基準） 

第６条 使用の許可の基準は、次の各号に掲

げる区分ごとに当該各号に定めるとおりと

する。 

第６条 使用の許可の基準は、次の各号に掲

げる区分ごとに当該各号に定めるとおりと

する。 

(１) 鈴鹿市立図書館 次のいずれかの事

業を行うこと。 

(１) 鈴鹿市立図書館 次のいずれかの事

業を行うこと。 

ア  略 ア  略 

イ 学校教育、社会教育等に関する事業

で市長が必要と認めた事業 

イ 学校教育、社会教育等に関する事業

で教育委員会が必要と認めた事業 

(２) 鈴鹿市立図書館江島分館 次のいず

れかの事業を行うこと。 

(２) 鈴鹿市立図書館江島分館 次のいず

れかの事業を行うこと。 

ア  略 ア  略 

イ 学校教育、社会教育等に関する事業

で市長が必要と認めた事業 

 

ウ  略 イ  略 

エ アからウまでに掲げるもののほか、

市長が必要と認めた事業 

ウ ア及びイに掲げるもののほか、教育

委員会が必要と認めた事業 



 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、前条

第１項の許可を受けようとする者が第４条

第１号から第５号まで又は第７号のいずれ

かに該当するときは、図書館の施設の使用

を許可しないものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育委員会

は、前条第１項の許可を受けようとする者

が第４条第１号から第５号まで又は第７号

のいずれかに該当するときは、図書館の施

設の使用を許可しないものとする。 

（使用料） （使用料） 

第７条 図書館の施設の使用料は、無料とす

る。ただし、ギャラリーを使用する場合で

前条第１項第２号ア及びイに掲げる事業以

外の事業を行うために使用するときは、第

５条第１項の規定による許可を受けた者（

以下「使用者」という。）は、当該許可と

同時に別表に定める使用料を納めなければ

ならない。 

第７条 図書館の施設の使用料は、無料とす

る。ただし、ギャラリーを使用する場合で

前条第１項第２号アに掲げる事業以外の事

業を行うために使用するときは、第５条第

１項の規定による許可を受けた者（以下「

使用者」という。）は、当該許可と同時に

別表に定める使用料を納めなければならな

い。 

（使用料の還付） （使用料の還付） 

第８条 既納の使用料は、還付しない。ただ

し、市長が特別の理由があると認めたとき

は、その全部又は一部を還付することがで

きる。 

第８条 既納の使用料は、還付しない。ただ

し、教育委員会が特別の理由があると認め

たときは、その全部又は一部を還付するこ

とができる。 

（許可の取消し等） （許可の取消し等） 

第９条 市長は、使用者が次の各号のいずれ

かに該当するときは、使用の許可を取り消

し、その効力を停止し、又はその条件を変

更することができる。 

第９条 教育委員会は、使用者が次の各号の

いずれかに該当するときは、使用の許可を

取り消し、その効力を停止し、又はその条

件を変更することができる。 

(１)～(３)  略 (１)～(３)  略 

（損害賠償の義務） （損害賠償の義務） 

第12条 入館者又は使用者は、図書館の施設

又は資料を汚損し、損傷し、又は滅失した

ときは、これを原状に回復し、又はその損

害相当額を賠償しなければならない。ただ

第12条 入館者又は使用者は、図書館の施設

又は資料を汚損し、損傷し、又は滅失した

ときは、これを原状に回復し、又はその損

害相当額を賠償しなければならない。ただ



 

し、市長が特別の理由があると認めたとき

は、その全部又は一部を免除することがで

きる。 

し、教育委員会が特別の理由があると認め

たときは、その全部又は一部を免除するこ

とができる。 

（鈴鹿市立図書館協議会） （鈴鹿市立図書館協議会） 

第13条  略 第13条  略 

２～５  略 ２～５  略 

６ 前各項に定めるもののほか、協議会の運

営に関し必要な事項は、規則で定める。 

６ 前各項に定めるもののほか、協議会の運

営に関し必要な事項は、教育委員会規則で

定める。 

（委任） （委任） 

第14条 この条例に定めるもののほか、この

条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

第14条 この条例に定めるもののほか、この

条例の施行に関し必要な事項は、教育委員

会規則で定める。 

 


